
































要約

　若年者のリプロダクティブ・ヘルスを考えるにあたり、以下の 4点について研究を進め

た。

1.過去に実施した十代妊娠に関する全国調査の結果をもとに、若者達の「避妊」に対する

意識と行動を探った。

2.「望まない妊娠」を予防するための各国の対応をまとめた。

3.日本家族計画協会クリニックにおいて行われている緊急避妊外来から若者達が採用して

いるコンドーム、膣外射精の問題点を明らかにした。

4.低用量ピルが認可された後、本当に性感染症の拡大が起こるのかを知るための基礎デー

タをまとめた。

その結果、

1.十代で妊娠を引き受けた若者達は、避妊を「いつもしていた」11.8%、「時々していた」

48.2%と、避妊実行率は 6 割にも達しているものの、実態は男性に避妊の主導権を握られ

ており、コンドーム87.8%、膣外射精 8.7%との結果であった。また、本調査からは、高校

中退例で、「避妊しなかった」が 60.8%と際だっており、性教育を受ける機会を逸した若

者の避妊実行の貧弱さが浮き彫りにされた。また、出会いから初交までの期間が 1週間以

内と短い者では、49.3%が「避妊しなかった」と回答し、衝動的なセックスで避妊を実行

することがきわめて困難であることが改めて浮き彫りされた。

2.各国調査によっても、十代の性行動に対する社会の認識は、わが国同様必ずしも好意的

ではない。そのため、十分な避妊サービスを受けられないだけでなく、若者への避妊具の

供給が制限されている国のあることが明らかとなった。世界の若者に受容されている避妊

法は、コンドーム、ピル、殺精子剤の順であり、このサービスの提供に果たす家族計画協

会関連クリニックの存在が大きい。また、避妊教育や避妊サービスは、どうしても女性を

対象にする傾向があり、今後は HIV 感染防止を含め、男性をどう巻き込んでいくかが課題

となっている。

3.わが国のように、医療側の避妊サービスヘの意識が極めて低いために、コンドームだけ

に依存せざるを得ない、あるいは、コンドームの入手にも抵抗があり、膣外射精に終始す

る若者の行動の変容を図る必要がある。そのためにも、十代の性意識、性行動の現状を十

分踏まえて、親、教師が避妊教育の必要性を再認識するだけでなく、産婦人科医師をはじ

めとした専門家集団の避妊に対する関心を喚起させたい。中絶サービスで満足せず、低用

量ピルの処方、緊急避妊サービスの提供などが、医療側の避妊サービス向上の起爆剤にな

ることを期待したい。

4.世界に遅れること 38 年。いよいよ本年中にも低用量経口避妊薬(ピル)認可の可能性が



高まっている。その一方、ピルの導入にあたりHIV 感染を含む性感染症拡大が危惧されて

いるが、ピル普及後の性感染症の動向についての前向き調査を実施する前段階として、東

京都内の産婦人科におけるクラミジア・トラコマテイスと淋菌の検出状況について、1988

年から 1996 年までの 9 年間における検出率をまとめた。今後、ピルが認可された後、こ

の検出率に如何なる変化が現れるかは興味深いところである。


